「地縁による団体」認可手続きの流れ
	・不動産・・・土地、建物、立木
・権  利・・・地上権、抵当権等
・その他資産・国債、社債、地方債
	   従来、法人としては認められなかった自治会が左記の様な不
 動産に係る権利等を保有し又は保有する予定がある場合、次の
 手続きをとると法人化されます。〔地方自治法第２６０条の２〕


                                                〔要  件〕
┏━━━━━━━━━┓                          ┏━良好な地域社会の維持、形成の為地域的な
┃  地縁による団体  ┃                          ┃  共同活動を行っている。
┃                  ┣━━━━━━━━━━━━━╋━区域が明らかである。  ┏①目的
┃（自    治    会）┃  （婦人会、老人会等は    ┃                        ┣②名称
┗━━━━┯━━━━┛    制限があり認められず、┣━相当数が構成員である。┣③区域
          │             又特定政党の後援会でも┃                       　┣④主たる事務所　│　　　　　　　認可されません。）    ┃　　　　　　　　　　　　┃　　　　の所在地
          │              　　　　　　　　　    ┗━規約が定めてある。━━╋⑤構成員の資格
          │                                      （次の①～⑧の記載必要）┣⑥代表者
          │                                                              ┣⑦会議
          │                                                              ┗⑧資産
          ↓

┏━━━━━━━━━┓                        ┏━①規約
┃                  ┃（申請書に添付する書類）┣━②認可申請を総会で議決した証明書
┃  申    請    書  ┣━━━━━━━━━━━━╋━③構成員名簿        （全員の住所氏名）
┃                  ┃                        ┣━④保有・保有予定資産目録
┗━━━━┯━━━━┛                        ┣━⑤良好な地域社会の維持形成の為の地域的共同
          │                                  ┃    活動を示した書類  （活動実績報告書等）
          │申                                ┗━⑥申請者が代表者であることの証明書
          │                                        （総会の議事録写と本人の承諾書）
          │請　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑦その他の必要書類
          │

          ↓                                    〔告示事項〕
┏━━━━━━━━━┓                      ┌──────────────────────┐
┃                  ┃    告      示        │・名称  ・目的  ・区域  ・主たる事務所　　　│
┃     市    長     ┠───────────┤・代表者の住所氏名                          │
┃                  ┃（認可されても告示さ  │・裁判所による代表者の職務の停止の有無並びに│
┗━━━━┯━━━━┛  れるまでは、第三者  │  職務代理者の選任の有無                    │
          │            に権利を主張出来ま  │・代理人の有無                              │
          │認          せん。）            │・認可年月日                                │
          │                                │  （告示事項に変更があったら届け出が必要）  │
          │                                └──────────────────────┘
          │可                      ※他の公益法人のように主務官庁の指導、監督は受けません。
          │

          ↓

┏━━━━━━━━━┓    証明書交付申請        ┏━━━━━━━━━┓
┃     法    人     ┃────────────→┃                  ┃（法務局での法人登記は
┃                  ┃                          ┃     市    長     ┃  必要有りません）
┃  （自  治  会）  ┃←────────────┃                  ┃    
┗━━━━┯━━━━┛    証明書交付            ┗━━━━━━━━━┛
          │          （台帳の写しを資格証明書と
          │            して交付します。）          
          ↓     
┏━━━━━━━━━┓
┃    法  務  局    ┃
┃                  ┃
┃  （不動産登記）  ┃
┗━━━━━━━━━┛
※  税関係
    認可された「地縁による団体」の税制面のうち、固定資産税、不動産取得税は従来通りの扱いを受けますが、そのものが公益的な施設等には、申請により減免されます。
    また、法人税も営利活動で収益がない限り課税されません。

申請書様式第１号（第１８条関係）
                                                令和    年    月    日
  福  井  市  長    様
                                  認可を受けようとする地縁による
                                  団体の名称及び主たる事務所の所在地
                                    名  称
                                    所在地
                                  代表者の氏名及び住所
                                    氏  名                      　　　　
                                    住  所
                            認  可  申  請  書
　地方自治法第２６０条の２第１項の規定により、不動産又は不動産に関する権利等を保有するため認可を受けたいので、別添書類を添えて申請します。
    （別添書類）
    １  規約                                                    
    ２  認可を申請することについて総会で議決したことを証する書類
    ３  構成員の名簿                                            
    ４  保有資産目録又は保有予定資産目録                        
    ５  良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行っていることを記載した書類
    ６  申請者が代表者であることを証する書類
　　７　その他市長が必要と認める書類
〇〇自治会規約（案）
  第１章  総則
（目的）
第１条  本会は、次に掲げるような地域的な共同活動を行うことにより、良好な地域社会の維持及び形成に資することを目的とする。
（１）回覧板の回付等区域内の住民相互の連絡
（２）美化・清掃等区域内の環境の整備
（３）集会施設の維持管理
（４）区域の住民の文化教養の向上
（５）その他目的を達成するために必要なこと

（名称）
第２条  本会は、〇〇〇自治会と称する。
（区域）
第３条  本会の区域は、福井市〇〇町（丁目）の全域とする。
　　　　　　　　　　（福井市〇〇町△番×号から△△番××号までの区域とする。）
（主たる事務所）
第４条  本会の主たる事務所は、福井県福井市〇〇町×番△号に置く。
　　　（「△△（集会所等の施設の名称）」に置く。）
      （本会の主たる事務所は、代表者の自宅に置く。）
  第２章  会員
（会員）
第５条  本会の会員は、第２条に定める区域に住所を有する個人とする。
（会費）
第６条  会員は、総会において別に定める会費を納入しなければならない。
（入会）
第７条  第２条に定める区域に住所を有する個人で本会に入会しようとする者は、○○に定める入会申込書を会長に提出しなければならない。
２  本会は、前項の入会申込みがあった場合には、正当な理由がなくこれを拒んではならない。
（退会）
第八条  会員が次の各号のいずれかに該当する場合には退会したものとする。
　一　第３条に定める区域内に住所を有しなくなった場合
　二　本人から〇〇に定める退会届が会長に提出された場合
２　会員が死亡し、又は失踪宣告を受けたときは、その資格を喪失する。
  第三章  役員
（役員の種別）
第１１条  本会に、次の役員を置く。
　一　会長          １名
　二　副会長        ○名
　三　その他の役員  ○名
　四　監事          ○名
（役員の選任）
第十条  役員は、総会において、会員の中から選任する。
２  監事と会長、副会長及びその他の役員は、相互に兼ねることはできない。
（役員の職務）
第十一条  会長は、本会を代表し、会務を統括する。
２  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。
３  監事は、次に掲げる業務を行う。
　一　本会の会計及び資産の状況を監査すること。
　二　会長、副会長及びその他の役員の業務執行の状況を監査すること。
　三　会計及び資産の状況又は業務執行について不整の事実を発見したときは、これを総会に報告すること。
　四　前号の報告をするため必要があると認めるときは、総会の招集を請求すること。
（役員の任期）
第十二条  役員の任期は、○年とする。ただし、再任を妨げない。
２  補欠により選任された役員の任期は、前任者の残任期間とする。
３　役員は、辞任又は任期満了の後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わなければならない。
  第四章  総会
（総会の種別）
第十三条  本会の総会は、通常総会及び臨時総会の二種とする。
（総会の構成）
第十四条  総会は、会員をもって構成する。
（総会の権能）
第十五条　総会は、この規約に定めるもののほか、本会の運営に関する重要な事項を議決する。
（総会の開催）
第十六条
通常総会は、毎年度決算終了後○か月以内に開催する。
２　臨時総会は、次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。
一　会長が必要と認めたとき。
二　総会員の五分の一以上から会議の目的たる事項を示して請求があったとき。
三　第十一条第三項第四号の規定により監事から開催の請求があったとき。
（総会の招集）
第十七条  総会は、会長が招集する。
２  会長は、前条第二項第二号及び第三号の規定による請求があったときは、その請求のあった日から○日以内に臨時総会を収集しなければならない。
３  会長は、前条の規定による請求があったときは、その日から○日以内に役員
  会を招集しなければならない。
４  総会を招集するときは、会議の目的たる事項及びその内容並びに日時及び場所を示して、開会の日の５日前までに文書をもって通知しなければならない。
（総会の議長）
第十八条  総会の議長は、その総会において、出席した会員の中から選出する。
（総会の定足数）
第十九条  総会は、総会員の二分の一以上の出席がなければ、開会することができない。
（総会の議決）
第二十条  総会の議事は、この規約に定めるもののほか、出席した会員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
（会員の表決権）
第二十一条　会員は、総会において、各々一箇の表決権を有する。
２　次の事項については、前項の規定にかかわらず、会員表決権は、会員の所属する世帯の会員数分の一とする。
一　〇〇〇〇〇〇〇
二　×××××××
（総会の書面表決等）
第二十二条　やむを得ない理由のため総会に出席できない会員は、あらかじめ通知された事項について書面をもって表決し、又は他の会員を代理人として表決を委任することができる。
２　前項の場合における第十九条及び第二十条の規定の適用については、その会員は出席したものとみなす。
（総会の議事録）
第二十三条  総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。
　一　日時及び場所
　二　会員の現在数及び出席者数（書面表決者及び表決委任者を含む。）
　三　開催目的、審議事項及び議決事項
　四　議事の経過の概要及びその結果
　五　議事録署名人の選任に関する事項
２  議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人二人以上が署名押印をしなければならない。
第五章　役員会
（役員会の構成）
第二十四条
役員会は、監事を除く役員をもって構成する。
（役員会の権能）
第二十五条　役員会は、この規約で別に定めるもののほか、次の事項を議決する。
一　総会に付議すべき事項
二　総会の議決した事項の執行に関する事項
三　その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項
（役員会の招集等）
第二十六条　役員会は、会長が必要と認めるとき招集する。
２　会長は、役員の○分の一以上から会議の目的たる事項を記載した書面をもって招集の請求があったときは、その請求の日から○日以内に役員会を招集しなければならない。
３　役員会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をもって、少なくとも○日前までに通知しなければならない。
（役員会の議長）

第二十七条　役員会の議長は、会長がこれに当たる。
（役員会の定足数等）
第二十八条　役員会には、第十九条、第二十条、第二十二条及び第二十三条の規定を準用する。この場合において、これらの規定中「総会」とあるのは「役員会」と、「会員」とあるのは「役員」と読み替えるものとする。
第六章　資産及び会計
（資産の構成）
第二十九条  本会の資産は、次の号に掲げるものをもって構成する。
　一　別に定める財産目録記載の資産
　二　会費
　三　活動に伴う収入
　四　資産から生ずる果実
　五　その他の収入
（資産の管理）
第三十条  本会の資産は、会長が管理し、その方法は役員会の議決によりこれを定める。
（資産の処分）
第三十一条　本会の資産で第二十九条第一号に掲げるもののうち別に総会において定めるものを処分し、又は担保に供する場合には、総会において○分の△以上の議決を要する。
（経費の支弁）
第三十二条  本会の経費は、資産をもって支弁する。
（事業計画及び収支予算）
第三十三条  本会の事業計画及び予算は、会長が作成し、毎会計年度開始前に、総会の議決を経て定めなければならない。これを変更する場合も、同様とする。
２  前項の規定にかかわらず、年度開始後に予算が総会において議決されていない場合には、会長は、総会において予算が議決される日までの間は、前年度の予算を基準として収入支出をすることができる。
（事業報告及び決算）
第三十四条  本会の事業報告及び決算は、会長が事業報告書、収支計画書、財産目録等として作成し、監事の監査を受け、毎会計年度終了後三月以内に総会の承認を受けなければならない。
（会計年度）
第三十五条　本会の会計年度は、毎年○月○日に始まり、△月△日に終わる。
第七章　規約の変更及び解散
（規約の変更）
第三十六条  この規約は、総会において総会員の四分の三以上の議決を得、かつ、福井市長の認可を受けなければ変更することはできない。
（解散）
第三十七条  本会は、地方自治法第二百六十条の二十の規定により解散する。
２　総会の議決に基づいて解散をする場合は、総会員の四分の三以上の承諾を得なければならない。
（残余財産の処分）
第三十八条　本会の解散のときに有する残余財産は、総会において総会員の○分の△以上の議決を経て、本会と類似の目的を有する団体に寄付するものとする。
  第八章  雑則
（備付け帳簿及び書類）
第三十九条  本会の主たる事務所には、規約、会員名簿、認可及び登記等に関する書類、総会及び役員会の議事録、収支に関する帳簿、財産目録等資産の状況を示す書類その他必要な帳簿及び書類を備えておかなければならない。
（委任）

第四十条　この規約の施行に関し必要な事項は、総会の議決を経て、〇〇が別に定める。
  附則
１  この規約は、令和〇年〇月〇日から施行する。
２　本会の設立初年度の事業計画及び予算は、第三十三条の規定にかかわらず、設立総会の定めるところによる。
３　本会の設立初年度の会計年度は、第三十五条の規定にかかわらず、設立認可のあった日から△年△月△日までとする。
  別表（第二十九条関係）
	資産の種類
	所    在    地
	面 積 等
	

	建      物
	福井市○○町×××番地
	      ㎡
	

	土      地
	福井市○○町×××番
	      ㎡
	


〇〇自治会総会議事録
                                    日  時：令和  年  月  日
                                    場  所：〇〇自治会集会所
出席者： 
議  長：
議事録署名人：
議  題  〇〇自治会の法人化認可申請と、代表者の選出について
議  長：  本日の出席者数は    名、委任状提出者は    名総計    名で、〇〇自治会規約第△△条の規定により総会は成立致しました。では、会長より本日の議題について説明をお願い致します。
会  長：  それでは私の方から、本日ご審議いただきます議題についてご説明申し上げます。
          従来、自治会が保有している不動産や不動産に関する権利については、法人として認められていなかったために、取得当時の役員名義や、住民の共有名義になっておりますが、その登記名義人の死亡に伴います相続登記や、役員の変更による登記手続きに大変な不便を生じておりましたが、平成３年３月の地方自治法改正により、４月２日より第２６０条の２が施行され、不動産や、不動産に関する権利を保有又は保有を予定する自治会等「地縁による団体」が、市町村長の認可により法人化されることとなりました。このことにより、前述した種々の支障が解消され、認可を受けた自治会は、存続するかぎり、自治会の名義で不動産等を保有し、規約の範囲内で法人として活動することができる訳です。本〇〇自治会でも、本来なら自治会名義で登記すべき    の土地（家屋等）が、現在〇〇名義として登記されている訳でございますが（近々集会所等の土地を保有する予定がございますので）、今回の法の整備を機会に、福井市長に対し自治会法人化の認可申請を行い、登記名義の変更を行いたく（自治会名義での登記を行いたく）この議題を提出致しました。又、認可申請を行う場合には代表者が必要となりますので、申請を行うことの可否とともに代表者の選出についてもご審議いただきたいと思います。
議  長：  ただいま会長より説明のありました議題についてご質疑をいただきたいと思います。
〇  〇：  認可されるためには種々の要件を満たしていることが必要かと思いますが、具体的にどのような要件が要求されるのですか。
会  長：  認可されるためには申請する団体が、次の４点を満たすことが必要とされてます。
       １  地域的な共同活動を目的として、現に活動していること。
       ２  団体の区域が、住民にとって客観的で明確であること。
       ３  その区域の住民はすべて構成員になることができ、ごく少数の住民しか加入していないという状況にはないこと。
       ４  規約を定めていること。
         本自治会は規約の多少の変更は必要ですが、以上の要件をすべて満たすことができると考えられます。
〇  〇：  認可されるため規約に必ず記載されなければならない項目は何ですか。
会  長：  次の８項目とされています。
        １  目的
        ２  名称
        ３  区域
        ４  主たる事務所の所在地
        ５  構成員の資格に関すること
        ６  代表者に関すること
        ７  会議に関すること
        ８  資産に関すること
〇  〇：  認可申請を行うと、市長はどのように処理するのですか。
会  長：  市長は、認可申請された内容が、前述した４つの要件をすべて満たす場合には、認可し告示します。
          告示することによって、認可された自治会等の団体は第三者にその権利を主張することができます。
〇  〇：  認可された自治会が、保有している財産を自治会名義で登記するためには、どのような手続きをするのですか。
会  長：  福井市役所では、認可した自治会等について、告示した内容を台帳に登録してありますので、不動産等を登記する際にはその台帳の写しを証明書として交付してもらい、その証明書を資格証明書として登記申請書に添付すれば、団体名義で登記できることになります。
〇  〇：  税務上の取扱はこれまでと変わらないのですか。
会  長：  法人税法上は、公益法人とみなされますので、収益事業を行わないかぎり、法人税を申告納付する必要はありません。
          固定資産税、不動産取得税については今回の改正では特別な措置はなされておりませんので、新たに取得した不動産が税の減免の対象に該当するものであれば、申請することによって減免されます。
         又不動産登記の際、納付する登録免許税については、従来通り納めることとなります。
議  長：  その他ご質問はありませんか。
         ご質問がないようですので、決を取りたいと存じます。本〇〇自治会が、法人化するために市長に認可申請することについて、賛成の方は挙手願います。
議  長：  賛成    名ですので、規約第〇条の規定により〇〇自治会が法人化の認可申請を行うことは可決されました。次に代表者の選出に移りたいと存じます。何かご意見はございませんか。
〇  〇：  △△さんにお願いしたいと思います。
議  長：  他にご意見ございませんか。
◇  ◇：  異議なし。
議  長：  他にご意見がないようですので、決を取りたいと思います。
         △△さんを認可申請する本〇〇自治会の代表者とすることについて、賛成の方は挙手願います。
         賛成    名ですので、規約〇条の規定により△△さんを認可申請する本〇〇自治会の代表者とすることと決定致しました。
         以上をもって、本総会の審議は終了致しました。
議    長                   住  所
                           署  名                         eq \o\ac(○,印)
議事録署名人                住  所
                           署  名                         eq \o\ac(○,印)
議事録署名人                住  所
                           署  名                         eq \o\ac(○,印)
構成員名簿
                                                令和    年    月    日現在
	  №
	        住                      所
	      氏              名

	    1
	
	

	    2
	
	

	    3
	
	

	    4
	
	

	    5
	
	

	    6
	
	

	    7
	
	

	    8
	
	

	    9
	
	

	    0
	
	

	    1
	
	

	    2
	
	

	    3
	
	

	    4
	
	

	    5
	
	

	    6
	
	

	    7
	
	

	    8
	
	

	    9
	
	

	    0
	
	

	    1
	
	

	    2
	
	

	    3
	
	

	    4
	
	

	    5
	
	

	    6
	
	

	    7
	
	

	    8
	
	

	    9
	
	

	    0
	
	


	日   時
	活   動   行   事
	
	  ８月  ８日
	自治会役員会議             学校用地会議

	  １月１１日
	○○地区年賀式出席           会長他 ９名
	
	  ９月  １日
	○○神社奉賛会会議         祭りの件

	        ８日
	○○神社 市会議員等 年始回り 会長他１０名
	
	      １０日
	県道拡幅工事会議           県土木事務所

	      １３日
	○○自治会第１回総会
	
	      １５日
	地区敬老会

	      ２２日
	○○自治会連合会  会議        ○○公民館
	
	      １６日
	○○神社清掃

	      ２６日
	婦人会料理教室
	
	      ２２日
	地区ソフトボール大会  参加

	  ２月  ２日
	婦人会新年会
	
	      ２３日
	○○神社秋祭

	        ３日
	○○地区バトミントン大会  参加
	
	１０月２０日
	地区体育祭  参加

	  ３月  ３日
	○○地区卓球大会  参加
	
	１１月１０日
	地区ゲートボール大会  参加

	      １０日
	○○自治会役員会議
	
	      ２４日
	町内秋季レクリェーション大会

	      １７日
	町内及び○○川清掃
	
	
	            （バレーボール、綱引き）

	  ４月  ２日
	足羽山招魂社奉賛会  会費取りまとめ
	
	１２月  １日
	地区バレーボール大会  参加

	      １０日
	○○神社清掃
	
	        ８日
	○○自治会第３回総会

	      １４日
	地区戦没者慰霊祭
	
	      ２２日
	左義長造作開始  神社しめ縄造り

	      １５日
	○○自治会臨時総会
	
	      ３１日
	○○神社正月準備

	  ５月１８日
	農家組合研修会                    芦原
	
	
	

	      ２６日
	親子ミニバレーボール大会  参加
	
	
	

	  ６月  ９日
	町内敬老会                  町内公民館
	
	
	

	      ２３日
	福井市  市民体育大会参加
	
	
	

	  ７月  ２日
	自治会役員会議              学校用地会議
	
	
	

	        ８日
	自治会役員会議              総会の連絡会議
	
	
	

	      １４日
	町内夏期レクリェーション大会(ゲートボール)
	
	
	

	
	○○自治会第２回総会
	
	
	

	      ２１日
	○○神社清掃
	
	
	

	      ２３日
	婦人会料理教室             町内公民館
	
	
	

	      ２７日
	子供会キャンプ
	
	
	

	      ３１日
	○○地区納涼大会  参加
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  保有資産目録様式（第１８条関係）
	保  有  資  産  目  録
                                                    団体名                             
                                                         令和    年    月    日現在
  １  不動産
  （１）所有権を有する不動産
      ア  建物

	
	    名      称
	  延  床  面  積
	      所      在      地
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	      イ  土地

	
	    地      目
	    面      積
	      所      在      地
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	  ２  不動産に関する権利等
  （１）所有権以外の権原により保有している不動産

	
	    権      原
	  不動産の種類
	      所      在      地
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	  （２）地域的な共同活動を行うためのその他の資産

	
	                    資産の種類及び数量
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	


  保有予定資産目録様式（第１８条関係）
	保  有  予  定  資  産  目  録
                                                    団体名                             
                                                         令和    年    月    日現在
  １  不動産

	
	  不動産
    の種類
	  保有予定不動産の
        取得予定時期
	  購入等の
      相手方
	  保有予定不動産の
              所在地
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	  ２  不動産に関する権利等

	
	資産の種類
	権      原
	権限取得の予定時期
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	


承    諾    書
  地方自治法第２６０条の２第１項の規定に基づく地縁による団体の設立認

可申請に際し、（団体名）                  の代表者となることを承諾します。
                                    令和    年    月    日
                              住  所
                              氏  名                          （※）
（※）本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。


代表者の職務執行停止の有無並びに職務代行者選任の有無
地縁による団体の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　裁判所による代表者の職務執行停止の有無

（1） 有

（2） 無

　　　　　２　裁判所による代表者の職務代行者選任の有無

（1） 有　　　　　 (職務代行者)

　　　　　　　　　　　　氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（2） 無

※　裁判所による代表者の職務執行の停止並びに職務代行者選任は、裁判所において民事保全法第24条（仮処分の方法）により、仮処分命令の申立ての目的を達するために行う処分です。

　　　　該当のない団体は、「無」の番号に○印をしてください。

代　　理　　人　　の　　有　　無
地縁による団体の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　代理人の有無

（1） 　　有　　　　　 (代理人)

　　　　　　　　　　　　氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（2） 　　無

※　「代理人」は、地方自治法第260条8の代理人及び第260条10の特別代理人をいいます。

該当のない団体は、「無」の番号に○印をして下さい。

＜参考＞
第二百六十条の八 　認可地縁団体の代表者は、規約又は総会の決議によつて禁止されていないときに限り、特定の行為の代理を他人に委任することができる。
第二百六十条の九 　認可地縁団体の代表者が欠けた場合において、事務が遅滞することにより損害を生ずるおそれがあるときは、裁判所は、利害関係人又は検察官の請求により、仮代表者を選任しなければならない。
第二百六十条の十 　認可地縁団体と代表者との利益が相反する事項については、代表者は、代表権を有しない。この場合においては、裁判所は、利害関係人又は検察官の請求により、特別代理人を選任しなければならない。 
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